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１．当第３四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

（当第３四半期の世界経済及び日本経済） 

世界経済については、米国は安定した成長が継続し、欧州は景気の緩やかな回復が続く一方、中国も政

府の景気対策の効果等により持ち直しつつあるなど、全体としては緩やかな回復基調で推移しました。 

日本経済については、企業の生産活動に持ち直しの動きが見られるなど、底堅く緩やかな回復が継続し

ました。 

 

（当第３四半期のセグメント別の業績概況） 

こうしたなか、当社グループは、各セグメントにおいて、各社がそれぞれの事業環境変化に対応しなが

ら、収益改善に努めてまいりました。各セグメント別の業績の概況は以下のとおりです。 

               （単位：億円） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 第３四半期：４月１日～12月 31日の９ケ月累計 

 

＜製鉄＞ 

国内鉄鋼需要については、建設向けや自動車向けを中心に増加し、第１四半期を底として、第２四半期

以降は回復基調で推移した結果、累計期間でも前年同期に対し横ばいとなりました。 

海外鉄鋼需要については、アセアン諸国の緩やかな回復が見られ、減少が続いてきた中国内需も政府の

景気対策の効果もあり底堅く推移しました。国際鉄鋼市況については、平成 28年の年初に底打ちし、上昇

基調が継続しました。特に、第２四半期以降の原料炭を中心とする原材料価格高騰の影響を受け、第３四

半期に入りさらに市況が上昇しました。製鉄セグメントとして、売上高は２兆 9,257億円、経常利益は

819 億円となりました。 

当社では、本年１月５日に大分製鐵所厚板工場において火災が発生し、復旧まで８カ月程度（９月操業

再開）を要する見通しです。近隣住民の皆様及び取引先の皆様をはじめ、関係各位に多大なご迷惑とご心

配をお掛けし、深くお詫び申しあげます。社長を本部長とする危機管理本部の下で、今回の火災の原因究

明と再発防止に向けた対策を進め、復旧期間を短縮すべく全社を挙げて取り組んでまいります。 

  

 売上高 経常利益 

 当第３四半期 前第３四半期 当第３四半期 前第３四半期 

製鉄 29,257 32,642 819 1,542 

エンジニアリング 1,868 2,185 46 65 

化学 1,252 1,454 40 37 

新素材         260 271 13 27 

システムソリューション           1,589 1,567 158 147 

合計 34,227 38,120 1,077 1,820 

調整額 △907 △961 7 29 

四半期連結損益計算書計上額 33,320 37,159 1,085 1,850 
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 ＜エンジニアリング＞ 

新日鉄住金エンジニアリング㈱におきましては、国内建築分野における受注は堅調であったものの、原

油価格の低迷や海外鉄鋼メーカーの投資手控え等、事業環境は不透明さを増しております。プロジェクト

実行管理の着実な遂行により最大限の収益改善を図るも、売上規模の減少により収益が減少しました。エ

ンジニアリングセグメントとして、売上高は 1,868億円、経常利益は 46億円となりました。 

  

 ＜化学＞ 

新日鉄住金化学㈱におきましては、タイトな需給環境のなかでスチレンモノマーの市況が堅調に推移し

て収益を確保するとともに、回路基板材料・ディスプレイ材料等の電子機器向け販売が好調を維持したこ

とにより、機能材料事業も安定的に収益を確保しました。一方、コールケミカル事業はニードルコークス

の需要低迷により、厳しい事業環境が継続しました。化学セグメントとして、売上高は 1,252億円、経常

利益は 40億円となりました。 

 

 ＜新素材＞ 

新日鉄住金マテリアルズ㈱におきましては、電子産業部材では、表面処理銅ワイヤの販売が引き続き好

調でした。炭素繊維・複合材では、トンネルや橋梁等のインフラ補修・補強用途の需要が堅調に推移しま

した。一方で、市場競争の激化及び円高の影響を受け、売上・損益ともに減少しました。新素材セグメン

トとして、売上高は 260億円、経常利益は 13億円となりました。 

 

 ＜システムソリューション＞ 

新日鉄住金ソリューションズ㈱におきましては、幅広い業種の顧客に対し、システムの企画、構築、運

用・保守を一貫して提供するとともに、顧客の事業環境変化に対応した先進的なソリューション・サービ

スを展開しております。当期は、産業、流通・サービス、金融、官公庁の各分野向けが堅調に推移しまし

た。システムソリューションセグメントとして、売上高は 1,589 億円、経常利益は 158 億円となりました。 

   

（当第３四半期の売上・損益） 

当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は３兆 3,320 億円、営業利益は 621億円、経常利益は

1,085億円及び親会社株主に帰属する四半期純利益は 594億円となりました。  
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（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

（連結業績予想） 

世界経済については、米国は安定した成長が継続し、欧州は緩やかな景気回復が続く一方、中国も政府

の景気対策の効果等により持ち直すなど、引き続き緩やかな回復が期待されます。 

日本経済については、雇用環境は改善しており、政府の経済対策の効果に加え、企業の生産活動の改善

など、緩やかな回復の継続が見込まれます。 

平成 28年度第４四半期については、国内鉄鋼需要は、建設向けを中心とした季節的要因による減少が予

想されますが、自動車分野の復調は継続するものと見込まれています。また、海外鉄鋼需要は、北米やア

セアン諸国などは堅調、中国内需も底堅く推移するものと想定されます。また、国際鉄鋼市況については、

需給の改善を背景に、堅調な動きが継続するものと想定しています。こうした状況下、原料炭をはじめと

した原材料価格の高騰に対しては、再生産可能なマージンを確保するために、最大限の経営努力を継続し

ていくとともに、鋼材価格の改定につきまして、需要家の皆様にご理解いただけるよう丁寧な対応を図っ

ていく所存です。 

平成 28年度通期については、連結経常利益は前回公表値と同様、1,300億円となる見通しです。また、

親会社株主に帰属する当期純利益は、持分法適用関連会社の損益好転等により、前回公表から 200億円増

益となる 800億円の見通しとなりました。 

 

(利益配分に関する基本方針及び当期末の剰余金配当) 

当社は、業績に応じた利益の配分を基本として、企業価値向上に向けた投資等に必要な資金所要、先行

きの業績見通し、連結及び単独の財務体質等を勘案しつつ、第２四半期末及び期末の剰余金の配当を実施

する方針と致しております。「業績に応じた利益の配分」の指標としては、連結配当性向年間 20～30％を

目安と致します。なお、第２四半期末の剰余金の配当は、中間期業績及び年度業績見通しを踏まえて判断

することとしております。 

当社は、当第２四半期末の剰余金配当の実施を見送らせていただきました。当期末の剰余金の配当につ

きましては、第２四半期決算発表時点では未定としておりましたが、上記方針に従い、当期の業績見通し

等を踏まえ、１株につき 25円（年間配当金としては１株につき 25円、連結配当性向 28%）とさせていた

だく予定と致します。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用については、当第３四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」の適用 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17日）を第１四半期連結会計期間より適用し、平成 28年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま

す。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微です。 

 

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月

28日）を第１四半期連結会計期間より適用しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 85,365 71,797

受取手形及び売掛金 523,207 472,965

たな卸資産 1,110,901 1,080,404

その他 271,164 262,076

貸倒引当金 △567 △1,102

流動資産合計 1,990,072 1,886,141

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 682,187 678,061

機械装置及び運搬具（純額） 1,028,856 996,122

その他（純額） 868,195 875,091

有形固定資産合計 2,579,240 2,549,275

無形固定資産 87,680 77,281

投資その他の資産

投資有価証券 592,402 698,184

関係会社株式 979,879 944,662

退職給付に係る資産 58,708 67,429

その他 139,566 143,025

貸倒引当金 △2,508 △2,495

投資その他の資産合計 1,768,049 1,850,806

固定資産合計 4,434,970 4,477,363

資産合計 6,425,043 6,363,504

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 589,319 597,883

短期借入金 400,386 305,504

コマーシャル・ペーパー - 48,000

1年内償還予定の社債 50,000 100,000

未払法人税等 25,342 15,740

引当金 2,124 870

その他 547,744 588,903

流動負債合計 1,614,918 1,656,901

固定負債

社債 335,683 265,688

長期借入金 1,209,116 1,144,777

引当金 4,805 4,397

退職給付に係る負債 128,837 119,436

その他 122,606 153,833

固定負債合計 1,801,049 1,688,133

負債合計 3,415,968 3,345,034
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 419,524 419,524

資本剰余金 383,010 385,760

利益剰余金 1,837,919 1,883,655

自己株式 △87,942 △132,054

株主資本合計 2,552,512 2,556,886

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 171,378 238,041

繰延ヘッジ損益 △10,883 3,349

土地再評価差額金 3,025 3,013

為替換算調整勘定 14,652 △80,866

退職給付に係る調整累計額 43,136 64,629

その他の包括利益累計額合計 221,310 228,167

非支配株主持分 235,252 233,415

純資産合計 3,009,075 3,018,469

負債純資産合計 6,425,043 6,363,504
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

【四半期連結損益計算書】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 3,715,927 3,332,004

売上原価 3,224,029 2,936,021

売上総利益 491,898 395,982

販売費及び一般管理費 344,239 333,823

営業利益 147,659 62,159

営業外収益

受取利息 4,395 4,386

受取配当金 14,117 12,246

持分法による投資利益 41,003 56,193

その他 28,085 28,217

営業外収益合計 87,601 101,044

営業外費用

支払利息 15,112 13,724

その他 35,140 40,961

営業外費用合計 50,252 54,685

経常利益 185,008 108,517

特別利益

関係会社株式売却益 33,538 -

受取和解金 30,000 -

特別利益合計 63,538 -

特別損失

設備休止関連損失 16,360 10,184

事業再編損 - 6,407

特別損失合計 16,360 16,591

税金等調整前四半期純利益 232,186 91,925

法人税等 71,155 22,160

四半期純利益 161,031 69,765

非支配株主に帰属する四半期純利益 8,000 10,356

親会社株主に帰属する四半期純利益 153,031 59,408
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【四半期連結包括利益計算書】

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

四半期純利益 161,031 69,765

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △55,899 64,958

繰延ヘッジ損益 △5,611 12,256

土地再評価差額金 △11 -

為替換算調整勘定 △86,706 △91,786

退職給付に係る調整額 △11,105 21,423

持分法適用会社に対する持分相当額 △50,601 △10,335

その他の包括利益合計 △209,936 △3,483

四半期包括利益 △48,904 66,282

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △53,047 66,279

非支配株主に係る四半期包括利益 4,142 2
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項なし。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

（自己株式の取得） 

   当社は、平成28年２月１日開催の取締役会決議に基づき、当第３四半期連結累計期間において 

自己株式19,658,800株の取得を行い、この結果、自己株式が44,239百万円増加している。 

 

（セグメント情報） 

[報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報] 

前第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年12月31日） 

           （単位：百万円） 

 報告セグメント 

合計 調整額 

 
 
四半期連結損益 

計算書計上額 
 

 製鉄 
エンジニ 

アリング 
化学 新素材 

システム 
ソリュー 
ション 

売上高 3,264,256 218,508 145,456 27,121 156,749 3,812,092 △96,165 3,715,927 

セグメント利益 
（経常利益） 

154,284 6,515 3,775 2,707 14,732 182,015 2,993 185,008 

 

 

当第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年12月31日） 

           （単位：百万円） 

 報告セグメント 

合計 調整額 

 

 
四半期連結損益 
計算書計上額 

 
 製鉄 

エンジニ 
アリング 

化学 新素材 
システム 
ソリュー 

ション 

売上高 2,925,736 186,833 125,216 26,049 158,940 3,422,775 △90,771 3,332,004 

セグメント利益 
（経常利益） 

81,913 4,678 4,013 1,336 15,814 107,756 760 108,517 

 

（減価償却費情報） 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりであ

る。 

           （単位：百万円） 

 前第３四半期連結累計期間  当第３四半期連結累計期間  

 （自 平成27年４月１日  （自 平成28年４月１日  

 至 平成27年12月31日）  至 平成28年12月31日）  

減価償却費 228,467  223,820  

 

　　　  新日鐵住金㈱（5401） 
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（重要な後発事象） 

日新製鋼㈱株式に対する公開買付けの開始について 

 

当社は、平成 28 年５月 13 日付「新日鐵住金株式会社による日新製鋼株式会社の子会社化等に関する

契約締結及び公開買付け実施に関するお知らせ」において公表したとおり、平成 29年３月を目途に当社

が日新製鋼㈱を子会社化するべく、平成 28年５月 13日付で、同社との間で子会社化等に関する契約を締

結し、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続き及び対応を終えること等の条件が充足された場合に、

同社の普通株式を公開買付けにより取得することを決議した。 

その後、当社による同社株式の取得について、平成 29 年１月 27 日付で公正取引委員会より「排除措

置命令を行わない旨の通知書」を受領するなど、国内外の競争法に基づき必要な一定の手続及び対応を終

えること等の条件が充足されたことから、平成 29年２月２日開催の取締役会において、本公開買付けを

平成 29年２月３日から開始することを決議した。 

　　　  新日鐵住金㈱（5401） 
平成29年３月期　第３四半期決算短信 
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2017年2月2日
新日鐵住金㈱2016年度第３四半期決算について

＜損益実績（連結）＞ （単位：億円）

'15.3/四累計
上期 3/四 →

'16.3/四累計

33,320 21,607 11,712 37,159 - 3,839

1,085 280 805 1,850 - 765

[3.3%] [1.3%] [6.9%] [5.0%] ［-1.7%］

▲ 165 ▲ 91 ▲ 74 471 - 636

594 110 483 1,530 - 936

＜ 67.1＞ ＜ 12.4＞ ＜ 54.8＞ ＜ 166.8＞ ＜- 99.7＞

[2.9%] [0.8%] [7.1%] [7.0%] ［-4.1%］

18,760 21,464 - 2,704

D/Eレシオ 0.67 0.74 -0.07

＜セグメント情報＞ （単位：億円）

'15.3/四累計
上期 3/四 →

'16.3/四累計

33,320 21,607 11,712 37,159 - 3,839
製 鉄 29,257 19,008 10,248 32,642 - 3,385
ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 1,868 1,165 702 2,185 - 317
化 学 1,252 812 439 1,454 - 202
新 素 材 260 171 88 271 - 11
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 1,589 1,060 529 1,567 + 22
調 整 額 ▲ 907 ▲ 611 ▲ 296 ▲ 961 + 54

1,085 280 805 1,850 - 765
製 鉄 819 140 678 1,542 - 723
ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 46 15 30 65 - 19
化 学 40 8 32 37 + 3
新 素 材 13 7 6 27 - 14
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 158 103 54 147 + 11
調 整 額 7 4 3 29 - 22

売 上 高

経 常 利 益

2016.3/四
累計

2015.3/四
累計

2016.3/四
累計

2015.3/四
累計

売 上 高

経 常 利 益

［　Ｒ　Ｏ　Ｓ　］

特 別 損 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

<１株当たり当期純利益>

［　Ｒ　Ｏ　Ｅ 　］

有 利 子 負 債

1 

*1 2015年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の 

   期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。 

*2 年率換算 

※1 

 

※2 

*2 

*1 

（次ページにつづく） 

※1　連結経常利益差異の内訳

連結経常利益　差異 －760

１．製鉄事業 －720

① 生産出荷 ＋100

② 販売価格・構成 －1,620

③ 原料価格（ｷｬﾘｰｵｰﾊﾞｰ含む） ＋720

④ コスト改善 ＋500

⑤ 在庫評価差 －70

⑥ グループ会社 ＋420

⑦ 為替影響（ｽﾄｯｸ、ﾌﾛｰ） －390

⑧ その他 －380

２．鉄以外セグメント －20

３．調整額 －20

'15.3/四累計
→'16.3/四累計

（単位：億円） ＜諸元＞

（１）当社

'15.3/四累計
上期 3/四 →

'16.3/四累計

3,422 2,270 1,152 3,341 + 81

3,234 2,151 1,084 3,163 + 72

2,997 1,968 1,029 2,963 + 34

69.0 68.0 70.9 79.4 - 10.4

107 107 106 122 15円高
＊1　日鉄住金鋼鉄和歌山を含む

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 7,893 5,254 2,639 7,839 + 54

鋼材消費(万t) 
*2 4,605 3,018 1,587 4,592 + 13

( う ち 製 造 業 ) （ 2,888) （ 1,903) （ 985) （ 2,910) （- 23)

< 製 造 業 比 率 > < 62.7%> < 63.1%> < 62.0%> < 63.4%> <- 0.7%>

普通鋼鋼材消費(万t) 3,642 2,384 1,257 3,649 - 7

建 設 1,633 1,058 575 1,600 + 32

製 造 業 2,009 1,326 683 2,048 - 39

特殊鋼鋼材消費(万t) 963 633 330 943 + 20

547 561 547 572 - 25

薄板三品在庫(万t) 381 397 381 409 - 28
＊2　当社推定値  　＊3　12月末（速報）

国内ﾒｰｶｰ問屋在庫(万t)

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)
*1

為替(円/＄)

連 結 粗 鋼 生 産 量 ( 万 t)

単独粗鋼生産量(万t)
*1

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)
*1

2016
3/四累計

2015
3/四累計

*3

*3

※2　特別損益内訳 （単位：億円）

2016 2015 '15.3/四累計

3/四累計 3/四累計 →'16.3/四累計

特別損益 合計 ▲ 165 471 - 636
関係会社株式売却益 - 335 - 335
受取和解金 - 300 - 300
設備休止関連損失 ▲ 101 ▲ 163 + 62
事業再編損 ▲ 64 - - 64



  2017年2月2日
新日鐵住金㈱2016年度業績見通しについて

＜損益見通し（連結）＞ （単位：億円）

2016上期 2015年度

2016年度 → 2015年度 → 2016年度見

見通し 上期 下見 3/四 4/四見 2016下見 2016年度見 （11/1公表）

45,500 21,607 23,893 11,712 12,181 + 2,286 49,074 - 3,574 45,500

1,300 280 1,020 805 215 + 740 2,009 - 709 1,300

[2.9%] [1.3%] [4.3%] [6.9%] [1.8%] ［+3.0%］ [4.1%] ［-1.2%］ [2.9%]

800 110 690 483 207 + 580 1,454 - 654 600

＜90.0＞ ＜12.4＞ ＜77.6＞ ＜54.8＞ ＜23.5＞ ＜+65.2＞ ＜158.7＞ ＜-68.7＞ ＜68.0＞

*1　2015年10月１日を効力発生日として、10株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

＜諸元＞

（１）当社

 4,530程度 2,270  2,260程度 1,152  1,110程度 - 10程度 4,453 + 77程度  4,600程度

 4,280程度 2,151  2,130程度 1,084  1,050程度 - 21程度 4,217 + 63程度  4,350程度

 3,960程度 1,968  1,990程度 1,029  960程度 + 22程度 3,962 - 2程度  4,030程度

 73程度 68.0  78程度 70.9  84程度 + 10程度 77.1 - 4程度  71程度

 109程度 107  111程度 106  115程度  4程度円安 121  12程度円高  103程度
＊1　日鉄住金鋼鉄和歌山を含む

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 
*2  10,523程度 5,255  5,268程度 2,638  2,630程度 + 13程度 10,423 + 100程度

鋼材消費(万t) 
*3 6,161 3,018 3,143 1,587 1,556 + 125 6,088 + 73 6,162

( う ち 製 造 業 ) （ 3,865) （ 1,903) （ 1,962) （ 985) （ 977) （+ 59) （ 3,868) （- 4) （ 3,868)

< 製 造 業 比 率 > < 62.7%> < 63.1%> < 62.4%> < 62.0%> < 62.8%> <- 0.6%> < 63.5%> <- 0.8%> < 62.8%>

普通鋼鋼材消費(万t) 4,888 2,384 2,504 1,257 1,246 + 119 4,843 + 45 4,884

建 設 2,187 1,058 1,129 575 554 + 71 2,115 + 72 2,181

製 造 業 2,701 1,326 1,375 683 692 + 48 2,728 - 27 2,703

特殊鋼鋼材消費(万t) 1,273 633 639 330 310 + 6 1,245 + 28 1,278
＊2　経済産業省見通し  　＊3 当社推定値

＜セグメント情報＞ （単位：億円）

45,500 21,607 23,893 11,712 12,181 + 2,286 49,074 - 3,574 45,500

40,000 19,008 20,992 10,248 10,744 + 1,984 42,839 - 2,839 40,000

2,700 1,165 1,535 702 833 + 370 3,157 - 457 2,700

1,650 812 838 439 399 + 26 1,818 - 168 1,600

350 171 179 88 91 + 8 362 - 12 330

2,230 1,060 1,170 529 641 + 110 2,189 + 41 2,230

▲ 1,430 ▲ 611 ▲ 819 ▲ 296 ▲ 523 - 208 ▲ 1,292 - 138 ▲ 1,360

1,300 280 1,020 805 215 + 740 2,009 - 709 1,300

1,000 140 860 678 182 + 720 1,600 - 600 1,000

50 15 35 30 5 + 20 121 - 71 30

40 8 32 32 0 + 24 10 + 30 30

15 7 8 6 2 + 1 30 - 15 10

210 103 107 54 53 + 4 194 + 16 210

▲ 15 4 ▲ 19 3 ▲ 22 - 23 50 - 65 20

連 結粗鋼生産量 (万 t)

単独粗鋼生産量(万t)
*1

経 常 利 益

鋼 材 出 荷 量 ( 万 t)
*1

鋼 材 価 格 ( 千 円 /t)
*1

為替(円/＄)

売 上 高

製 鉄

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

化 学

新 素 材

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

調 整 額

売 上 高

経 常 利 益

［　Ｒ　Ｏ　Ｓ　］

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

<１株当たり当期純利益>

調 整 額

製 鉄

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ

化 学

新 素 材

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ

2 

（注）上記予想には本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に

基づく予測が含まれております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく

異なる結果となる可能性があります。 

（次ページにつづく） 

※ 

 

【剰余金の配当（期末）について】 
 

 当期末の剰余金の配当につきましては、第２四半期決算

発表時（2016年11月１日）において未定としておりましたが、

既公表の配当方針に従い、当期の業績見通し等を踏まえ、

１株につき25円とさせていただく予定と致します（年間配当

金としては１株につき25円、連結配当性向28％）。 

※ 

*1 

※　連結経常利益差異の内訳

対前回

連結経常利益　差異 ＋740  ～ －710

１．製鉄事業 ＋720  ～ －600

① 生産出荷 ＋60 －140 ＋60

② 販売価格・構成、原料価格 －540 －100 －1,160

③ コスト改善 ＋120  ～ ＋600

④ 在庫評価差 ＋810 ＋100 ＋270

⑤ グループ会社 ＋210 ＋170 ＋570

⑥ 為替影響（ｽﾄｯｸ、ﾌﾛｰ） ＋270 ＋130 －390

⑦ 大分厚板火災影響 －100 －100 －100

⑧ その他 －110 －60 －450

２．鉄以外セグメント ＋50 ＋40 －40

３．調整額 －30 －40 －70

2016上期
→2016下見

（単位：億円）

2015年度

→2016年度見



  2017年2月2日
新日鐵住金㈱

≪参考≫既公表案件について

　新規設立、事業統合及び再編等に関する公表案件

3 

・既実行案件

案件

（新日鐵住金グループ会社の鉄道関連事業の統合再編）
　鉄道エンジニアリング事業の統合再編及び製鋼所製造プロセス会社としての統合再編

（ユニプレス㈱の持分法適用関連会社化）
　ユニプレス㈱との連携強化による自動車用プレス部品のグローバル競争力強化

（日鉄住金テックスエンジ㈱の完全子会社化）
　新日鐵住金㈱による日鉄住金テックスエンジ㈱の株式交換による完全子会社化

（鈴木金属工業㈱の完全子会社化）　　新会社名：日鉄住金SGワイヤ㈱
　新日鐵住金㈱による鈴木金属工業㈱の株式交換による完全子会社化

（米国における自動車向け冷間圧造用鋼線の製造・販売会社の設立）
　NIPPON STEEL & SUMIKIN COLD HEADING WIRE INDIANA INC. の設立

（大阪製鐵㈱による公開買付け）
　大阪製鐵㈱による東京鋼鐵㈱株式の取得及び子会社化

（フランスVallourec社の強制転換社債の普通株式への転換）
　Vallourec社発行のライツイシューと強制転換社債の引受（2016.5月）及び
　強制転換社債の普通株式への転換（2016.6月）
　（2017年度より持分法適用関連会社化の予定）

（ウジミナス社の資本増強）
　Usinas Siderúrgicas de Minas Gerais S.A. - USIMINAS （ウジミナス社）の
　普通株新株引受権に係る株主割当の引受

（日鉄住金精密加工㈱の発足）
　日鉄住金ファインテック㈱と日本チューブラープロダクツ㈱の合併

（タイにおける薄板事業会社の統合）
　The Siam United Steel (1995) Co., Ltd. と
　Nippon Steel & Sumikin Galvanizing (Thailand) Co., Ltd. の経営統合
　（統合会社：　NS-Siam United Steel Co., Ltd. ）

（フランスVallourec社とのブラジル鋼管事業の統合）
　Vallourec & Sumitomo Tubos do Brasil Ltda. と Vallourec Tubos do Brasil S.A. の事業統合
　（統合会社：　Vallourec Soluções Tubulares do Brasil S.A.）

・その他既公表案件等

案件

（日新製鋼株式会社株式に対する公開買付けの開始について）
　日新製鋼㈱株式に対する公開買付けの開始

時期

2015.4月

2015.6月

2015.8月

時期

2015.9月

2016.7月

2016.2月

2016.3月

2016.6月

2016.7月

2017.2.2公表

2016.10月

2016.9月
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    2017年２月２日 

新日鐵住金株式会社 

コード番号 5401  上場取引所 東京、名古屋、札幌、福岡 

問合せ先   責任者役職名 広報センター所長 

       氏    名 大西 史哲            TEL (03)6867-2130 
 

＜2017年３月期 第３四半期決算 補足情報＞ 

 

 

〔全国〕 

１．粗鋼生産量 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 2,586 2,620 5,205 2,633 2,584 5,217 10,423
2016年度 2,621 2,634 5,255 2,638 （※）2,630程度 5,268程度 10,523程度

(※)経済産業省見通し

 

２．在庫推移  

 国内ﾒｰｶｰ問屋在庫 （在庫率） 薄板三品：熱延＋冷延＋表面処理 ときわ会 H形鋼 

  万ﾄﾝ ％  万ﾄﾝ  万ﾄﾝ 

2015. 1末  598 (153.0)  432  21.1  

2015. 2末  591 (156.4)  427  21.8  

2015. 3末  584 (137.4)  431  21.8  

2015. 4末  573 (156.0)  423  20.6  

2015. 5末  587 (162.2)  431  20.7  

2015. 6末  573 (147.3)  420  20.1  

2015. 7末  564 (144.4)  407  19.7  

2015. 8末  586  (169.1)  426  19.8  

2015. 9末  579 (150.4)  421  19.8  

2015.10末  565 (140.1)  413  19.5  

2015.11末  568 (153.0)  408  18.9  

2015.12末  572 (161.4)  409  18.5  

2016. 1末  587 (162.8)  427  18.5  

2016. 2末  572 (156.5)  417  19.2  

2016. 3末  550 (135.5)  411  20.3  

2016. 4末  561 (164.2)  408  19.6  

2016. 5末  570  (159.0)  418  19.8  

2016. 6末  556   (146.7)  403  19.7  

2016. 7末  539 (142.0)  391  19.1  

2016. 8末  567  (164.7)  405  18.7  

2016. 9末  561  (149.5)  397  18.0  

2016.10末  561 (140.4)  396  17.7  

2016.11末  542  (135.1)  383  17.3  

2016.12末＊  547  (146.3)  381  17.7  

＊2016.12末は速報値 
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〔当社〕 

３．出銑量（当社＋北海製鉄＋日鉄住金鋼鉄和歌山） 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 1,045 1,089 2,135 1,065 1,052 2,117 4,251
2016年度 1,049 1,076 2,126 1,066 1,030程度 2,100程度 4,230程度

 

 

４．粗鋼生産量 

【連結ベース】 当社＋国内連結子会社
単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 1,089 1,138 2,227 1,114 1,112 2,226 4,453
2016年度 1,116 1,153 2,270 1,152 1,110程度 2,260程度 4,530程度

                                     

 

【参考：単独ベース】 当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山 
単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 1,031 1,076 2,107 1,056 1,055 2,111 4,217
2016年度 1,058 1,093 2,151 1,084 1,050程度 2,130程度 4,280程度   

 

５．鋼材出荷量（当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山） 

単位：万トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 985 979 1,964 999 999 1,998 3,962
2016年度 960 1,009 1,968 1,029 960程度 1,990程度 3,960程度  

 

６．鋼材平均価格（当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山） 

単位：千円/トン

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 82.8 79.8 81.3 75.5 70.6 73.1 77.1
2016年度 68.1 67.9 68.0 70.9 84程度 78程度 73程度  

 

７．鋼材輸出比率（金額ベース）（当社＋日鉄住金鋼鉄和歌山） 

単位：％

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 48 46 47 43 43 43 45
2016年度 43 43 43 42 40程度 41程度 42程度
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８．為替レート 

単位：円/$

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
2015年度 121 122 122 121 118 120 121
2016年度 111 103 107 106 115程度 111程度 109程度

 

 

９．設備投資額（工事ベース）及び減価償却費 

【連結ベース】 
単位：億円

設備投資額 減価償却費

2015年度

2016年度 3,700程度 3,100程度

3,046 3,082

 

 

以  上    




